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国際協力機構 経済基盤開発部 平和構築・都市・地域開発第二課 

１．案件名                                                 

 国 名： フィリピン共和国 

 案件名： 和名 バンサモロ包括的能力向上プロジェクト 

 英名 Comprehensive Capacity Development Project for the Bangsamoro 

  

２．事業の背景と必要性                                       

（1）当該国におけるミンダナオ紛争影響地域の現状と課題 

ミンダナオ島はフィリピン共和国（以下「フィリピン」）の南部に位置する面積 10.2 万

平方キロ、人口約 2,200 万人（2010 年統計）の島である。南西部・中部ミンダナオでは、

40 年以上に及ぶ紛争の影響でフィリピン国内でも貧困率 1が高く、基礎的社会サービ

スやインフラの不足などの課題を抱えている。 

1996 年、ミンダナオ島におけるムスリム反政府グループの主たる勢力であったモロ

民族解放戦線（MNLF）とフィリピン政府の間で和平合意が締結され、2000 年にムスリ

ム・ミンダナオ自治区（ARMM）が正式に発足した。その後も、1984 年に MNLF から分

離したモロ・イスラム解放戦線（MILF）とフィリピン政府との間で武力衝突が繰り返され

ていたが、2001 年にフィリピン政府と MILF との間にて和平交渉が開始され、「トリポリ

協定」に基づき、紛争影響地域の復興・開発・人道活動を担う組織として、MILF のもと

にバンサモロ開発庁（BDA）が設立された。 

2012 年 10 月、フィリピン政府・MILF 双方の和平交渉団によりミンダナオ和平に関す

る「枠組み合意」が署名され、2016 年に「バンサモロ新自治政府」（以下、「新自治政

府 2」）が設立されることが合意された。同合意に基づき、2013 年から 3 年間を移行期

間として、移行委員会 3の設置、同委員会による新自治政府設立のための基本法の

策定、基本法制定後の暫定自治政府の設立を経て、2016 年に新自治政府が設立さ

れることとなっている 4。しかし、新自治政府の体制・制度整備、行政を担う人材の能

力向上等が課題となっている。 

また、当該地域の平和の定着においては以下記載の不安定要因が大きな課題と

なっている。本プロジェクトは、次に記載する不安定要因②③④⑦を低減し、2016 年

から新自治政府が適切な行政サービスを提供していくことができるよう、移行プロセ

ス期間から支援を実施するものであり、新自治政府の体制・制度構築、当該地域住

民の意向にそった地域開発計画の早急な策定、新自治政府による住民の期待にこ

1 The National Statistical Coordination Board (NSCB)（http://www.nscb.gov.ph/poverty/defaultnew.asp）：2012 年

の全国平均貧困率は 22.3％、ミンダナオ島紛争影響地域を含む第 9, 10, 12, 及び ARMM では 34.1％～46.9％と

なっている。 
2 ARMM 政府、地方自治体（LGUs）等を担う人材及び、MILF 及び MILF 関係機関である BDA、BLMI（Bangsamoro 

Leadership and Management Institute）等により構成されることが想定される。 
3 Transition committion(TC)。フィリピン政府、MILF 双方から構成される組織であり、枠組み合意において、TC は

基本法の作成、憲法改正案の作成、開発プログラムの調整を行うこととされている。2013 年 6 月末現在、TC は設

立され 15 名の構成員が決まっている。 
4 フィリピン政府と MILF は 2013 年 6 月末現在、最終和平合意に向け協議を継続中である。 

技プロ用 
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たえる効果的な行政サービスの提供、新自治政府設立に向けた行政官の育成を促

進することで、最終和平合意及び新自治政府設立までの移行プロセスを住民や地元

関係者の理解と支持のもと進展させることに寄与するものである。 

尚、現時点での紛争分析（不安定要因、安定要因）は、以下の通り。 

＜不安定要因＞ 

① フィリピン政府と MILF が権限の分担、歳入創出・富の分配、正常化等のイシュー

について最終合意できておらず、和平交渉中である。 

② 和平プロセスが、枠組み合意に沿って進展しない可能性がある。具体的には、最

終和平合意の遅延、移行委員会による基本法策定の遅延、フィリピン議会による

基本法承認の遅延、暫定自治政府設立の遅延等。 

③ 長きに渡る紛争の影響もあり、MILF（BDA 含む）、ARMM 政府、地方政府の行政

サービス提供能力が十分でない。 

④ ②に起因して、人々の政府に対する信頼が醸成されない。 

⑤ 対象地域における氏族同士の紛争、MILF 分派による紛争等により治安が悪化す

る。 

⑥ 対象地域における氏族同士の紛争、自然災害等により国内避難民が存在してい

る。 

⑦ 地方自治法の改訂に伴い（暫定自治政府が地方自治体への予算配賦権限を有

するようになる可能性がある）、暫定自治政府と地方自治体との関係が悪化する

可能性がある。 

⑧ 和平の進展に反対する集団（spoiler）が存在する。 

＜安定要因＞ 

① 枠組み合意により移行期間のロードマップが提示されている。 

② 停戦合意がフィリピン政府、MILF によって遵守されている。 

 

（2）当該国におけるミンダナオ紛争影響地域の開発政策と本事業の位置づけ 

フィリピン政府は「中期開発計画」（2011 年～2016 年）において、和平交渉を通じた

政治的合意と、紛争の原因改善への取り組みを掲げている。本事業は、枠組み合意

に基づく移行プロセスを支援するものであり、フィリピン政府の方針に合致するもので

ある。 

（3）ミンダナオ紛争影響地域に対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

 我が国対フィリピン国別援助方針（平成 24 年 4 月）では、「ミンダナオにおける平和

と開発」が重点分野 3 つのうちの 1 つに定められており、JICA 国別分析ペーパーにお

いても、「ミンダナオ紛争影響地域の平和構築」を重点課題とし、特に和平合意後に

新自治政府の設立に向けて地域の安定と開発のための支援を継ぎ目なく行うことを

中期的な目標として位置付けている。2003 年より ARMM 政府への支援は続けられて

いたが、特に 2006 年以降、日本政府はフィリピン政府と MILF との和平合意が達成さ

れる前の停戦合意の段階から、国際コンタクトグループへの参加を通じ、ミンダナオ
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和平当事者への助言、和平交渉への直接的関与を行ってきた。また、JICA は日本政

府の取組みにあわせて国際監視団への開発専門家派遣、ODA による支援等を組み

合わせて実施することでミンダナオ和平プロセスの側面支援に取り組んできている。 

JICA はこれまで、当該地域において BDA、ARMM 政府等へ円借款及び技術協力

プロジェクトを実施している。当該地域における実績と関連事業は以下の通り。 

・ 円借款「ARMM 平和・開発社会基金事業」（2003 年 L/A 調印、2012 年貸付完

了） 

・ 開発計画調査型技術協力「ミンダナオ紛争影響地域社会経済復興支援調査」

（2007 年～2009 年） 

・ 開発計画調査型技術協力「ミンダナオ紛争影響地域コミュニティ開発のための

能力向上支援プロジェクト」（以下、CD-CAAM）（2012 年～2015 年） 

・ 開発計画調査型技術協力「ＡＲＭＭ地場産業振興調査」（2010 年 3 月～2012

年 10 月） 

・ 技術協力プロジェクト「ARMM 行政能力向上支援プロジェクト」（2004 年～2007

年） 

・ 技術協力プロジェクト「ムスリム・ミンダナオ自治区インフラ（道路網）開発調査」

（2008～2009 年） 

 

（4）他の援助機関の対応 

世界銀行（以下、「世銀」）は、以下のプロジェクトにより、紛争影響地域における小

規模インフラ整備によるコミュニティ開発や小中規模のインフラ整備を実施している。

また、2013 年には移行期間を円滑に進めるため、移行プロセスにおいて地域開発計

画に係る技術的支援等を実施する予定である。 

・ ミンダナオ信託基金プロジェクト 

・ ARMM 平和・開発社会基金事業（JICA との協調融資） 

・ 「移行能力に関する諮問的支援ファシリティ」（Facility for Advisory Support for 

Transition Capacity：FASTRAC）（2013 年～）（国連開発計画と合同実施） 

 

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、新自治政府が設立されるミンダナオ南西部地域において、新自治政府

設立に向けた体制・制度構築、地域開発計画の策定、行政官の育成、行政サービス

提供能力の向上を行うことにより、新自治政府設立の基盤の構築を図り、もって新自

治政府が行政機関として機能することに寄与するものである。 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

 2012 年 10 月にフィリピン政府と MILF との間で締結された枠組み合意にて合意され

た新自治政府に入ることが想定される領域（ミンダナオ南西部） 
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（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

・ 移行委員会（15 名）及び作業部会のメンバー 

・ BDA 

・ ARMM 政府（行政サービス提供を担う部局等） 

・ 暫定自治政府 

・ BLMI5 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

 2013 年 7 月～2016 年 6 月を予定 （計 36 か月）。 

（5）総事業費（日本側） 

 7.8 億円 

6）相手国側実施機関 

移行委員会 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

【専門家】 

本邦専門家：総括、業務調整（紛争予防配慮、研修促進）、研修計画、給水、道路、

地域開発計画 

ローカルコンサルタント 

【供与機材】 

プロジェクトの効率的な実施及び技術移転のため必要と判断された場合、必要な機

材等が供与される。詳細はプロジェクト実施時に協議し、決定することとする。 

【研修の種類】 

現地国内研修（行政人材育成等）、第三国研修（インドネシア・アチェ等）、本邦研修

（基本法策定に必要な研修等） 

2）フィリピン国側 

・C/P の配置 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

① カテゴリ分類 C 

② カテゴリ分類の根拠 本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」

（2010 年公布）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地

域に該当せず、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

2)ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

・ BDA、ARMM 政府、地方自治体の行政サービス能力の強化の一環として実施する

パイロットプロジェクトの受益者から、女性及び非ムスリムが排除されないよう留意す

5
地方公共団体職員、女性、若者らを対象としてリーダーシップや統治に関する各種研修を実施している和平交渉

の過程で設立された組織。新自治政府においても当該地域の行政官育成に係る機関となることが想定される。 
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る。 

・ 新自治政府の体制・制度構築において、女性を排除するような体制とならないよう

留意する。 

・ フィリピン政府は、武力紛争・平和構築とジェンダーに関する安全保障理事会決議

1325 号及び 1820 号を実践するための国内行動計画を策定し、武力紛争下や紛争後

における女性の権利保護及び、平和構築における女性の参加保障を謳っていること

から、本プロジェクト実施においては、女性の権利保護及び参画確保を行うことに留

意をし、実施する。 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

・ 本プロジェクト対象地域を含む紛争影響地域において、BDA の能力強化及びコミ

ュニティ開発に係る仕組みの構築を目的として CD-CAAM を実施中である。本プロジ

ェクト実施においては BDA も関係機関としていることから、BDA に必要な協力につい

て CD-CAAM 及び本プロジェクトでの相乗効果を出せるよう先方と協議をしつつ実施

していく予定である。 

・ 「ＡＲＭＭ地場産業振興調査」において ARMM の地場産業のポテンシャルと制約を

分析の上、地場産業振興による地域経済活性化の戦略を策定した。「ミンダナオ紛争

影響地域社会経済復興支援調査」では、紛争影響地域の開発計画策定支援と約

140 村を対象としたニーズ調査等を実施した。本プロジェクトでは開発計画の策定を

予定していることから、これら過去の案件でとりまとめた情報を踏まえつつ検討を行

う。 

・ 「全国産業クラスター能力向上プロジェクト（2012 年～2015 年）」ではフィリピン全土

を対象とし、産業クラスターアプローチによる地場産業振興に係る協力を実施中であ

る。本プロジェクトの一部活動においては、上記プロジェクトの成果を踏まえ、産業ク

ラスターアプローチによる活動を実施することを予定している。 

2）他ドナー等の援助活動 

世銀が中心となる FASTRAC では、移行プロセスを円滑に進めるために必要な技術

的支援を実施する予定であり、本プロジェクトではこれらと連携を図りながら実施する

必要がある。また、地域開発計画策定については、BDA 主導の元、世銀をはじめとし

たドナーが参画することも想定されていることから、BDA、ドナー等関係者での調整を

図りつつすすめる必要がある。 
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４．協力の枠組み                                             

（1）協力概要 

1）上位目標：  

 新自治政府が行政機関としてのサービスを提供できている（機能している）。 

指標： 

・Ｘ％のインタビュー対象者が、新自治政府のサービスに満足していると回答する。 

 

2）プロジェクト目標： 

 新自治政府の基盤が構築される。 

指標： 

・新自治政府の中核機能を担う人材が育成される。 

・新自治政府の組織体制が構築される。 

・新自治政府の地域開発計画（短期、中・長期）が策定される。 

3）成果及び活動 

成果１：新自治政府の行政サービス提供に携わる人材が育成される。  

指標： 

・Ｘ％の研修参加者が行政運営に関する基礎的な知識・技術を習得する。 

活動： 

1.1 対象地域において、行政運営に携わる機関の人材をレビューする。 

1.2 人材リソースマッピングを実施する。 

1.3 人材育成計画を策定し（研修モジュールの策定含む）実施、モニタリング・評価を

行う。 

 

成果２：新自治政府の管轄する地域において、効果的な行政サービス（給水・道路・

地場産業振興等）提供のための能力が向上する。 

指標：※プロジェクト開始後すみやかに決定する。 

活動： 

2.1 給水・道路・地場産業振興分野等における現状、課題をレビューする。 

2.2 パイロットプロジェクト計画を策定、実施する。 

※各分野における詳細な活動はプロジェクト開始後に決定される。 

 

成果３：新自治政府の体制・制度構築が促進される。  

指標：基本法案策定等のための知識を習得した移行委員会メンバーの人数  

活動： 

3.1 新自治政府の体制や機能を検討するためのセミナーや基礎調査を実施する。 

3.2 基本法起草プロセスにおける住民へのコンサルテーションを実施する 

3.3 基本法案策定後、行政規程を策定するためのセミナーを実施する。 
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成果４：新自治政府の地域開発計画が策定される。  

指標： 

・新自治政府地域開発計画（短期、中・長期）が起草される。 

・新自治政府セクター開発計画が起草される。 

活動： 

4.1 当該地域における既存の開発計画・調査をレビューする。 

4.2 新自治政府域地域開発計画、セクター開発計画を策定する。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

① 活動内容 

活動内容は、移行プロセスの動向に併せ、新自治政府設立、運営に影響のある複

数の先方関係者（移行委員会、BDA、ARMM、BLMI、地方自治体（LGUs））を巻き込

みつつ、各関係者の要望に対して適切にかつ迅速に支援内容を柔軟に検討していく

必要がある。 

②  実施体制 

新自治政府設立に向けては、移行委員会のみならず BDA/MILF、ARMM 政府等の

関係者が実務において協力関係を構築することが肝要であるが、本プロジェクトでは、

これらのメンバーから構成されるサブプロジェクト調整委員会が設置し、プロジェクト

の重要な事項にかかる意思決定を行う。また、本プロジェクトに LGUs を巻き込むこと

により、自治政府設立後を見据えた BDA 含む MILF 関係者、ARMM 政府、及び LGUs

の関係づくりを推進できるよう留意するとともに、各組織が新自治政府においてどの

ような位置づけと整理されるのかについて、和平の動向を注視しつつ、柔軟に対応す

る必要がある。本プロジェクトでは、枠組み合意実施に関わる移行委員会事務局を中

心とするワーキンググループ、及び ARMM 政府内にワーキンググループを形成し、こ

れらワーキンググループを中心に各活動を実施しつつ、現地プロジェクトオフィスにお

いてこれら関係者間の情報収集・共有、調整を行うこととする。 

③  プロジェクトデザイン 

本プロジェクトでは、新自治政府への円滑な移行に必要な基盤が構築されることを

目標とし、基盤構築に必要な協力を包括的に行う。当該地域は、既述のとおりこれま

で紛争の影響を受けてきたことから、新自治政府を担う人材は行政官に係る経験が

乏しい、もしくは経験が無い人材が多いことが想定される。よって成果１においては新

自治政府を担う行政官の育成を行う。また、新自治政府設立までの移行期間におい

ても行政サービスの提供は必要であることから、成果２においては ARMM 政府や
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LGUs、新自治政府を担う人材を対象に行政サービス提供能力強化を目的とした協力

を行いつつ新自治政府における体制検討への協力を行う。成果３においては、基本

法案策定に必要な技術的協力や基本法に係る住民へのコンサルテーションに係る協

力を行う。成果４においては、新自治政府地域開発計画の策定について、新自治政

府において開発政策・計画、人材育成計画の企画・立案等の役割を担うことが想定さ

れている BDA に対し協力を行うことにより、これら４つの成果の相乗効果をもとに、プ

ロジェクトの目標達成を企図したプログラム型のデザインとなっている。 

④ 指標の改定 

移行プロセスの動向を踏まえつつ活動内容及び活動の開始時期は柔軟に対応す

る（①）こととなる。各活動開始時には、具体的に目指す効果について先方と検討を

行い、指標の改定を行うことで明確な目的を持った活動となるよう留意し、指標を設

定する。 

⑤ パイロットプロジェクトの選定 

 行政サービスの改善に係るパイロットプロジェクトの実施(成果２)における対象地域

選定の際には、不安定要素を助長しないよう留意する必要がある。具体的には、プロ

ジェクトの裨益対象者に、イスラム教徒のみならず、キリスト教徒や先住民も含めるよ

う配慮する。また、長期化している国内避難民をはじめとする紛争の影響を受けた

人々や災害被災民、貧困層についても可能な限り含めるよう配慮する。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）事業実施のための前提 

・ 和平プロセスの停滞等によりミンダナオ紛争影響地域の治安、関係者間の関係

が悪化しない。 

・ 基本法作成に必要な体制人員（C/P である移行委員会事務局による作業部会の

体制）が整備され、草案作業が開始される。 

・ プロジェクト実施に必要な先方の体制、人員が整備される。 

（2）成果達成のための外部条件 

・ 人材が継続的にプロジェクト活動に関わる。 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ 基本法案が枠組み合意により規定されている期限内に策定され、フィリピン国内

において承認される。 

・ 暫定自治政府が設立され、人員が確保される。 

・ 組織体制の構築に係る草案が暫定自治政府により承認される。 
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（3）上位目標達成のための外部条件 

・ 最終和平合意が成立する。 

・ 新自治政府が枠組み合意時の予定通り設立され、財源・人員が確保される。 

（4）その他インパクト 

・ 本事業では、基本法案の策定に対しても協力を行う予定である。基本法の制定は

新自治政府設立に不可欠な事項であるため、当該協力を通じて和平プロセスの

促進さらには紛争の政治的決着を促進することが期待される。 

・ 基本法制定に係る住民の支援を得るために本事業では住民に対する基本法のコ

ンサルテーションを行うことを予定しており、それにより和平促進の推進力及び当

該地域の安定的な平和の基盤づくりに寄与することが期待される。 

・ 新自治政府が住民の期待にこたえる形で行政機関の役割を全うし、住民からの

信頼を得ることで、住民の政府に対する不満を低減し、当該地域の安定的な平和

の基盤づくりに寄与する。 

 

６．評価結果                                                

本事業は、フィリピンの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致してお

り、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

（１） 過去の類似案件の教訓 

ARMM行政能力向上支援プロジェクト 終了時評価（2004年～2007年） 

・ARMMの行政は政治的な影響を強く受ける傾向にある。本プロジェクトの途中でも知

事選挙による政権交替のプロジェクトへの影響が生じ、短期専門家及び研修委託先

からの提言を受け、研修内容及び研修対象者、実施体制を見直す必要があった。 

・ARMM政府は、行うべき行政事務・事業が十分に実施されていない、又は地方自治

体との役割分担ができていないという状況にあり、業務に基づいた研修ニーズ分析

が非常に困難であった。そのため、当該プロジェクトではフォーカスグループディスカ

ッション等を通じ、各機関での課題を聴取していくことにより、具体的な行政課題に即

した研修を実施した。また、研修を実施しながら、Administrative Codeの不備という、

ARMMの深刻な課題への対応というニーズを発掘し、研修に取り込んだ。このように、

研修計画及びそのモニタリングの過程で、ニーズ分析･把握に配慮していくことが重

要であり、その体制を整備する必要がある。 

（２）本事業への活用 

・ 本事業では当該事業等で明らかになっていたARMM政府の課題を分析したうえ

で各活動を行い、成果３の体制・制度構築を行う。同時に、同地域では引き続き

政治の動向が行政へ影響を与える状況が続くことも排除できないため、各成果
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の研修対象選定においては客観的な研修員選定プロセス、事業実施体制の構

築を行う。 

・ 本事業では、成果２で行政サービス提供に係る具体的なパイロットプロジェクトを

通して、各行政機関が担うべき役割分担について検討を行い、成果3で検討され

る新自治政府の体制整備にフィードバックを行う。 

 

８．今後の評価計画                                          

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業終了 6 ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3 年後 事後評価 

以 上 
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